 日本建築法制会議 第８２回総会 議事録
日　時：　２０１６年７月５日（火曜日）１３時３０分～１６時
場　所：　東京都中央区　 京橋区民館４号室洋室 
出席者：　８名（敬称略・50音順）
大山 　宏、神田 順、竹川忠芳、濱田正勝、真柄栄毅、室田達郎、柳澤孝次、山田利行、
◎主な情報発信（敬称略）と主な意見交換（⇒）
☆提出資料（辻　英一）
・「建築基準＋「カンと経験」」、辻　英一、朝日新聞（夕刊）、１９９５年（平成７年）３月２０日
・「諸外国の建築法制他比較表」、JSCA関西支部　技術委員会 法制分科会、２００８年３月２８日
・「建築構造技術の法律による規制について」、室田達郎、建築雑誌Vol.119.No.1513、２００４年１月号
・「私の視点　途上国の防災　意識向上、日本が主導を」、フランシス・ゲスキエール、
朝日新聞、２０１６根３月１２日
・「高架崩落１８人死亡　インド不明者多数の情報」、朝日新聞、２０１６年４月１日
⇒建設中の高架橋が崩落
・「北朝鮮で高層住宅崩壊　２３階建て　多数死亡か、異例の公表」、朝日新聞、２０１４年５月１９日
⇒建設中の２３階建て集合住宅が崩壊。
・「韓国では傾いて倒壊　沈没事故に例えて報道」、朝日新聞、２０１４年５月１９日
⇒完成目前に大きく傾いて撤去作業中の７階建てビル
・「台湾南部地震　繰り返された集集大地震の惨劇 -　地上１６階建ての高層マンションが崩壊し、 １１５人もの人名を奪った　/ 築２０年前後の建物に倒壊集中 / １秒以下の周期が卓越　/ 人ごとではない自然災害の教訓 和田 章 /  開発ラッシュに潜んだ品質問題　サワラ・アーキテクツ　」、　
NIKKEI ARCHITECTURE　２０１６年３月１０日
・「三井不動産と住友不動産、「傾斜マンション全棟建替」に潜む７つの共通点」、細野透、
日経BP社、２０１６年３月１４日
⇒第３の共通点では、杭先端の未達が「建基法違反」と述べるが、はたしてそうだろうか
・「施工不良マンションで全棟建替えの連鎖　高額賠償のリスクに広がる警戒感」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　NIKKEI　ARCHITECTURE,　２０１６年３月２４日
・「地震被害で構造設計者に有罪判決　設計変更を正確に伝えなかった責任問われる」、
　NIKKEI ARCHITECTURE　２０１６年３月１０日
・「地震被害で有罪判決　なぜ構造設計者に責任？」、福田晴政、NIKKEI ARCHITECTURE,
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１６年３月２４日
⇒建築主コストコによる発注の横暴・無謀に責任とも思える
・「鉄骨溶接不良で三井住友建設を提訴　広島のアパレル会社が約３億７０００万円の損害賠償請求」、
NIKKEI ARCHITECTURE,２０１６年１月２６日
・「「新国立」キーパーソンインタビュー　隈研吾の覚悟「建築の悪い流れを反転させる」」、
NIKKEI ARCHITECTURE、２０１６年１月２８日
・「熊本地震災害調査　速報」、公益社団法人　日本地震学会、http://www.zisin.jp/
現地調査期間（２０１６年４月２２日、４月２３日）、参加者：楠浩一・岸本一蔵・椛山健二・迫田丈志
・「【熊本地震】連続震度７でも損害賠償が認められるか」、細野透、日経BP社、２０１６年６月２日
　⇒想定外・欠陥・地域格差でも損傷許容の立場では。さもないと無損傷設計が必要に！
⇒地震という現象には余震がつきものであり、余震の規模は本震と同じ程度であり得るという地震学の知識を踏まえて建築基準法はつくられている
⇒地域係数は「地震活動度を表す係数」であり、地震の起こりやすさを表わす。地域係数を上げるということは、地震が来た時、死にたくなかったら、頑丈な建物を作れと言って脅迫することに等しい。これは、滅多に地震が起きない地域に住んでいて、耐震建築のために投資する意義を見出し難い人々の気持ちを無視する理不尽な行為である。
※ 細野透【「危ない建築」と「安全な建築」の境目を分けるもの】（係数Zが１．０以下の地方は要注意）
SAFETY JAPAN　　　http://www.nikkeibp.co.jp/article/sj/20120509/308141/?P=2&rt=nocnt　
・「「２０００年基準」の住宅も倒壊　追跡　熊本地震　揺らぐ木造住宅の耐震性」、
日本建築学会速報会レポート、２０１６年６月９日号
・「タワーマンション購入の恐ろしい話　高額な管理費や修繕費負担、中国人住人との対立」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://biz-journal.jp/  　BUSINESS Journal　、2015年、牧野和弘

・「「東大理Ⅰ」の凋落が止まらない　優秀な人材は医学部に行く時代」、選択、２０１６年６月
・「気象庁が「殺した」熊本被災者　「地震ムラ」デタラメ発表の罪再び」、選択、２０１６年５月
・「罪深きはこの官僚　善本博司　大学改革「迷走と混乱」の張本人」、選択、２０１６年４月
・「「高校内に託児所」日本も見習え！　「出産しまくる」米国」、選択、２０１６年４月
☆提出資料（濱田正勝）
・「杭偽装問題の背景」：建設技術者不足　■杭偽装問題の背景に建設技術者不足と、時代の変化への対応が遅れている建設業界の実態がある　■技術者不足への対応　■劣化する日本の学卒者の教育水準　　　　■大学にも市場競争原理を持ち込み、水準以下の大学は、淘汰される必要がある」」、濱田正勝、平成２８年７月５日
・「建設業界「イクボス」育てる　女性活躍、遅れているから・・・働き方を見直し　人材の確保急ぐ」、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本経済新聞、（夕刊）、２０１６年（平成２８年）５月１６日（月曜日）

⇒大学生の学力低下は、落第に関する文部省の政策- 多数の落第生を出すと予算や補助金が減らされる- に根本的な原因がある。
⇒建設業界の技術者不足の原因の一端は建築基準法にある。昔の技術集団の長は知識経験の豊かな人であった。近年の技術集団の長は建築法規に関するQ&Aに詳しい人に替わった。
⇒ニュルンベルグのマイスタージンガーというオペラがある。これは職人のギルドに入会を認めてもらうには、最終試験で、自作の歌を自ら歌って見せることが要求されたというドイツの社会風習をテーマにしており、単なる物知りだけでは技術集団の長にはなれないということを教えている。
⇒日本人技術者が外国人技術者に競り負けることが多いのは、日本の初等中等教育で「哲学」を教えない為である。
☆提出資料（山田利行）
・「施工に問題があったと指摘　旧新渡戸記念館のコンクリートコアから木片が混入　」、
十和田新報、平成28年6月20日
・「施工に何ら問題は無い　旧新渡戸記念館のコンクリートコアの木片は木（モク）レンガで…　山田利行氏　」十和田新報、平成２８年６月３０日
⇒“新しいスポンサーを見つけて、再スタートを早めには：山田利行氏提言かな・・・
☆図書紹介・回覧（竹川忠芳）
※「建築紛争の基礎知識」、竹川忠芳、大成出版社、平成２８年４月２８日　第１版第１刷発行
⇒序論では基本的な考え方、本論1①～⑩章で具体的問題を判例紹介コメント・問題提起を！
☆提出資料（神田 順）
・「建築基本法制定準備会ニューズレター」、※ 建築基本法制定準備会　http://kihonho.jp/
第２５号（平成２８年４月）、第２６号（平成２７年１０月）
※“唐丹・小白浜の復興まちづくり”について
⇒熱心な支援の取り組みに敬意を表したい！
⇒　国民国家の枠組みに捉われない視点を持つ現代イタリア思想はたいへん興味深い。
※ 岡田温司著「イタリアン・セオリー」、中央公論新書
☆提出資料（真柄栄毅）
・「熊本地震における建築物被害の原因分析を行う委員会の開催について
※　http://www.mlit.go.jp/report/press/house05_hh_000618.html
１．委員会の構成　２．委員会の開催日・場所　」　、国土交通省、平成28年5月23日
⇒国土技術総合研究所・建築構造基準委員会＋建築研究所・熊本地震建築物被害調査検討委員会
⇒傍聴を認めず、議事録も公表せずで済ますのかな！
・「熊本地震　地域係数と建物被害の関係を検証　国交省の有識者委員会が原因分析で方針打ち出す」　　　NIKKEI ARCHITECTURE,２０１６年６月２３日
・「ゆく言葉　/　くる言葉　ゆく言葉→終局強度設計　くる言葉←無損傷弾性設計」、高梨晃一、
建築雑誌、２００７年５月号
⇒末尾の「大地震に対しても無損傷で残れる構造設計をすべきであり、・・・耐震強度を１．５倍にするための工費増は全工費の２～３％である。」は“無損傷の設計は耐震強度を１．５倍に”と読んでよろしいのか
・「震度７で弾性設計する　「新構造システム建築物研究開発」について」、高梨晃一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Re〔（財）建築保全センター機関誌〕　、２００５年１０月　No.148
⇒地震荷重に対する具体的設定法が不明！
・「IASS 2016プレシンポジウムセミナー 「TOKYO2020オリンピック大会の施設」
　　　　　　　日時：2016年7月5日（火）１３：００～１７：５０　会場：工学院大学　高層棟３F
・「熊本地震（１８８９年）について」、秋吉 卓、淵田邦彦、土木史研究、第１８号　１９９８年５月
※http://www.jsce.or.jp/library/open/proc/maglist2/ 　社団法人土木学会 土木史研究講演集
⇒今回の地震の今後の経緯を考える上でも貴重な記録。
⇒濃尾地震（1891年）と関連は、東南海？地震に繋がるのか。
☆提出資料（大山 宏）
・「ベストセラー解読（週刊朝日）　サイロ・エフェクト　〔著〕ジリアン・テット、〔訳〕土方奈美、
２０１６年３月２９日
⇒『“たこつぼ化”が行き過ぎると・・・・とんでもないことになる』と『サイロ・エフェクト』は警告する！

・「信号撤去したら事故減った　京都の中心部、安全意識向上も」、京都新聞社、２０１６年６月２８日
・「建築基本法制定準備会ニューズレター」第２６号　平成２８年４月
・「わたしたちがめざすもの　　組織罰を実現する会」、http://soshikibatsu.jp
⇒1996年、大和銀行ニューヨーク支店は金融取引法違反で、罰金（約３５０億円）を科せられた。
アメリカは莫大な罰金を取り立てることで組織犯罪を防止しようとしているのだろうか。
・「基本問題小委/ 監理技術者制度運用手引き見直し/ 元下間役割と責任明確化」、
建設通信新聞、２０１６年４月２８日
・「性能設計メニュー改訂/地震動４レベルに/JSCA免震グレードも設定」、
建設通信新聞、２０１６年６月２７日
・「８１年基準改定で「耐震」のはずが被害・・震度７続発は想定されず」　東京新聞、２０１６年４月２２日
・「構造計算の地震地域係数　見直し求める声」、河北新報、２０１６年５月３１日
・「耐　震」係数、九州なぜ低い　３６年間見直しなし（熊本県）」、西日本新聞、２０１６年５月３日
・「栃木県内コースター事故調査報告書（概要）」、社会資本整備審議会・昇降機等事故調査部会
・「東京都千代田区内エスカレーター事故調査報告者（概要）」、
社会資本整備審議会　昇降機等事故調査部会、
・「超超高層時代（１）・（２）」、建設通信新聞、２０１６年６月２９日
・「首都圏鉄道２４路線構想　羽田・成田へ３路線」、東京新聞、２０１６年４月８日
・「年金　さらに５兆円の運用損　４～６月試算」、中日新聞、２０１６年７月５日
・「社説　大震法改正へ　警告を出せる仕組みに」、中日新聞、２０１６年７月４日
・「日米政府、「米軍属」の対象縮小　適用除外、数％のも　地位協定は改定せず」
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琉球新報、２０１６年７月５日
・「沖縄でも大地震の恐れ　活断層、プレート要因　危機感の薄さに専門家警鐘」、
琉球新報、２０１６年６月１５日
・「地位協定　本土の人は肌で感じられない　沖縄知事インタビュー詳報」、
東京新聞、　２０１６年６月１８日
・「日本を「貧困大国」にさせないための処方箋　教育、雇用、住宅の自助努力はもう限界だ」、
東洋経済、２０１６年５月６日
・「面倒に関わりたくない」公が圧力、萎縮する表現」、京都新聞社、２０１６年５月７日
・「【注目の裁判】末期がん患者が最後にすがった大麻は違法か？
　劇的改善の被告が「命守るため」と無罪主張　司法の判断は…」、産経新聞、２０１６年４月２４日
⇒全ての医師に見放されていたこの末期がん患者が、がんの治療に効果があると知って大麻を栽培し使用したという話は、「正当防衛」に当たるのではないか。　モルヒネだって使用が許される場合があるのに、なぜ大麻が許されないのか。
・「消費増税延期は“最初は有りき”だった！安倍首相の議長総括は、スティグリッツの助言「そのまんま」」、
現代ビジネス、２０１６年６月４日
